
（株）ビギン・ワン提供の資料を掲載し
たりして、頻繁にDCトピックを取り
扱っています。

各施策による手応えとして実感して
いるのは、投資信託を選ぶ加入者が大
幅に増加したことです。元本確保型の
残高比率は、2014年の58.3%から2024
年には30.1%まで減少しました。また
最大の課題であった加算拠出の割合も
改善しています。教育委託先変更直後
は57%であったところ、直近では72%
まで向上しました。今では給与天引き
で積み立てができる仕組みを、多くの
社員が肯定的に捉えてくれています。
また数字以外のところでも目に見え
る変化がありました。例えば社員同士
が「どこの何の商品を選んだ」と話し
合う様子が社内で当たり前に見られる
ようになりました。個人面談には家族
と一緒に参加する社員も増えています。
地道に施策を続けてきた結果、これま
で資産形成にあまり興味のなかった層
も巻き込んで、加入者の老後資産に対
する理解度を格段に向上させることが

企業型確定拠出年金（DC）における継続投資教育では、関心の低い加入者へ
のアプローチが大きな課題となっている。新宮運送では、個別面談の実施や
確定拠出年金お助け隊の結成など、中小企業ならではの“顔の見える距離感”
を活かしたサポート体制を構築。結果、元本確保型の残高比率は58.3%から
30.1%まで大幅に減少するなど、着実な成果を上げている。

当社の退職金制度は、中小企業退職
金共済（中退共）とDCの二本柱です。
以前は適格退職年金に加入していまし
たが、運用利回りなどを鑑み、2006年
に中退共に移行。その後、2014年にDC
を導入しました。
DC導入のきっかけは、法人契約をし

ていた生命保険の担当者から、「DCは

大企業では採用され始めているが、中
小企業ではまだあまり取り入れられて
いない」と話を聞いたことです。社内で
検討したところ、DCは社員の老後資金
準備を支援できる制度で、会社側にも
メリットがあるという結論に至り、導入
を決めました。
制度の運用を始める前には社員に向

けて説明会を行い、社長からも「DCは
みなさんが老後に備えるための制度。
会社から掛金の拠出を行い、自身の給
与から上乗せもできる」と導入までの経
緯と想いを伝えました。その際、中退
共は“退職時にもらえる給付金”、DC
は“前払いの退職金”といったイメー
ジで、二本柱で老後に備えていく重要
性も強調しました。
当初は加入者に投資信託を選んで、
加算拠出を行ってもらうことで、老後
資金を最大化してほしいと考えていま
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●会社概要
本社：兵庫県たつの市
業種：運送事業
加入者数：83名

り組みは、年1回の継続教育セミナー
です。当社のDCデータをもとに作成
した動画を、加入者に就業時間内で視
聴してもらっています。要望のあった
テーマや誤解の多い知識を正す内容を
取り入れ、毎年充実を図っています。
また“誰も取り残さない教育”の工
夫として注力しているのは、ファイナン
シャル・プランナー（FP）との個別面
談です。加入後3年間は全員必須とし、
それ以外の期間は希望制で実施してい
ます。日時は総務部であらかじめ設定
して通知するため、スムーズに面談ま
でたどり着ける仕組みです。面談は継
続教育セミナーを受講した後に実施し
ており、仮にセミナーで疑問点が生じ
ていたとしても、時間を置かずに解消
することができます。面談を担当する
FPも、過去の面談記録から個人の関心
度を把握しているため、本人のペース
に合わせた的確なアドバイスを提供で
きる場になっています。
他にも当社ならではの施策として、

「確定拠出年金お助け隊」があります。
これは総務部の一部社員により結成さ
れた部活動です。加入者全員が専用サ
イトにログインできるように、パソコ

ンが苦手なドライバーなど
に対し、部員が手取り足取
り指導しています（写真1）。
専用サイトにログインでき
れば、おのずと運用状況を
確認する習慣も身に付く
ため、関心度の向上につな
がっているようです。
総務部が毎月紙で発行し

ている社内報では、DC資産
の運用概況を発信したり、

した。しかし、ここで最初の課題にぶ
つかります。実際に制度の運用を始め
ると、加算拠出する加入者がほとんど
いなかったのです。事前説明で制度へ
の理解を促したものの、実際の行動に
は結びつかず、加入者の理解が表面的
なものにとどまっていたことを痛感し
ました。

課題意識を抱えながらも解決策が見
つからない中、何かヒントが見つかれ
ばという思いから、大阪中小企業投資
育成（株）主催のセミナーに参加しまし
た。「退職金制度をもっと充実したもの
に」というテーマで、その時、講師を務
めていたのが、現在の教育業務委託先
である（株）ビギン・ワンです。
セミナー後に話を聞いてみると、「集
合教育や個別教育を効果的に実施すれ
ば、社員の理解を深められ、加算拠出も
増やすことができる」という情報を得ら
れました。当社としても教育支援の改
善が最優先事項であったため、この出
会いを契機に教育業務委託先を（株）ビ
ギン・ワンに変更しました。以降、研
修内容の検証や専門的な情報提供、関
心度に合わせた個別面談でのフォロー
など、さまざまな業務をアウトソースし
ています。
継続投資教育における代表的な取

できました。
一方、現在の課題として認識してい

るのは、加入者の関心度合いが二極化
していることです。毎年個人面談を希
望する人もいれば、必須の回以外は全
く参加しない人もいます。後者は単に
興味がないわけではなく、積極的では
ないことが原因だと想定されるので、
今後対策を考えていく必要があります。
また、今後は加入者に老後資金全体
のことを勉強してもらいたいと思って
います。特に社会保険制度や税金の仕
組みについて幅広く知識を習得しても
らうことで、DCにおける税制優遇や、
社会保険料への影響について理解が進
むことを期待しています。
これらの課題に対して、具体的には
毎年の個人面談の機会をうまく活用し
ていくつもりです。個人面談への参加
率を上げるため、より多くの加入者が
「面談を受けてみよう」という気持ちに
なるような情報提供の工夫も検討して
いきます。

DC制度を導入している企業は、規模
も業種も異なり、100社あれば100通り
の工夫の仕方があると思います。当社
の場合は加入者の顔が見える距離感を
活かし、一人ひとりに寄り添ったサポー
トを提供することが効果的でした。
どの会社にも、自社に合った工夫の
仕方があるはずです。「こういう方法が
いい・悪い」と一概に決めつけるので
はなく、それぞれの会社で最適なやり
方を試行錯誤しながら見つけていくこ
とが大切だと感じています。

一人ひとりに寄り添うサポートで
加入者の理解度が大幅に向上
株式会社新宮運送

制度導入時の課題は 
加算拠出への抵抗感 

教育委託先を再選定、
継続投資教育の質を向上

継続的な取り組みが生んだ
加入者の意識変化

部 門

企業規模・業種に合った工夫が
成功の鍵

小野 貴司氏

写真1　総務部社員によるサポートの様子

エクセレントカンパニーに学ぶ
DCへの取り組み
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継続教育


